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１．研究の動機と背景

写真－ 1 は，札幌市中央区に設置されている，路上
での荷捌き交通に対する貨物専用パーキング・チケッ

トの規制標識及び補助標識である．この規制はパーキ

ング・チケットの利用において車種を限定することを

意図しており，その根拠は道路交通法第四条（公安委

員会の行う交通規制）にある．路外駐車場への誘導が

難しい荷捌き交通の路上駐車対策として，これは有効

な規制ではあるが，問題はここで示されている「普貨」

なる表現である．常識的には，「普貨」は普通貨物自

動車を意味すると考えられるが，正式には「普通乗用

自動車以外の普通自動車」であり，この分類基準は「道

路標識，区画線及び道路標示に関する命令」(昭和三

十五年十二月十七日総理府・建設省令)に示されてい

る．ただしこの政令には普通乗用自動車の定義が示さ

れておらず，従って「以外」の定義も曖昧である．例

えば取り締まりの現場において，ドライバーが，ライ

トバンや乗用車を「普貨」と主張したとき，その適否

は司法の判断によることとなろう．

法律とは本来厳格なものであるが，各人で解釈が異

なる規制標識は，交通の管理においては扱いづらい．

昭和 35年に公布された道路交通法は，その第一義の目
的が交通安全であり，現在の交通状況下でのより積極

的な交通管理を守備範囲としていない．それでは他の

法律での自動車分類による路上駐車管理は可能なのだ

ろうか．

この研究の目的は，以上のような疑問を背景に，道

路及び交通，運輸に関わる自動車の分類を，関係する

法律について概観することにある．

２．自動車分類に関する法令の体系と分類基準

自動車の分類に関する法律として，ここでは道路運

送車両法，道路法及び道路交通法を取り上げた．これ

らの法律は，各々施行令や施行規則等を有しており，

目的や主旨等の説明のための文章記述が中心となる法

律の内容は，数値表現による施行令や施行規則等によ

り，実務での運用が可能なものとなる．対象とした 3
つの法律と，これらに関係する令及び規則等を表－１

に示す．

（１）道路運送車両法(昭和26年公布)

この法律の目的は，第一条において「・・所有権に

ついての公証を行い，・・環境の保全並びに整備につ

いての技術の向上を図り，併せて自動車の整備事業の

健全な発達に・・」とある．つまり，①車両の所有者

を特定すること，②車両の整備技術の向上，③これに

関する技術集団の育成がこの法律の目的である．この

写真－１ パーキング・チケットの規制標識

ための自動車の種別は，法第三条において，「自動車

の大きさ及び構造並びに原動機の種類及び総排気量又

は定格出力を基準として」とある．具体的分類基準及

び種別は，法施行規則第二条別表第一に「普通自動車」，

「小型自動車」，「軽自動車」，「大型特殊自動車」，「小

型特殊自動車」の５種が示されている．ここで法第三

条での①「自動車の大きさ」は，長さ・幅・高さの物

理諸元であり，これより小型自動車，軽自動車及び小

型特殊自動車が定義される．②「構造」では，建設機

械や農業用機械の車名（ショベル・ローダー，ホール

・クレーン，農耕トラクター等）を挙げ特定している．

更に③「原動機の種類」は燃料の種類であり，④「総

排気量または定格出力」は 2.00，0.66，0.25（リットル
以下）の区分となっている．この法律では，二輪自動

車は，排気量により小型自動車または軽自動車に分類

される．また貨物や乗用等の用途の分類基準はない．

また法第四条では，「自動車・・は，自動車登録フ

ァイルに登録したものでなければ，これを運行の用に

供してはならない」とあり，登録のための手続き等が

自動車登録令で示される．具体的な自動車登録番号の

分類は自動車登録規則第十三条の別表第一，別表第二

及び別表第三に示される．このうち別表第二は規則第

十三条第二項に示され，「自動車の種別及び用途によ

平成18年度　土木学会北海道支部　論文報告集　第63号Ｄ－９



る分類番号」を説明する．これを表－２に示す．例え

ば「１貨物の運送の用に供する普通自動車」の「分類

番号」は「10 から 19 まで及び 100 から 109 まで」の
アラビア数字で表現され，管轄する運輸監理部又は運

輸支局を表示する文字や，自動車運送事業の用に供す

るか否かの別等を表す文字と共に，自動車登録番号標

に示される．この分類は，自動車のおよその用途を特

定することが可能であるが，あくまでも登録のための

分類であり，交通規制では適用しにくい．

（２）道路法(昭和27年公布)

この法律の目的は法第一条で，「この法律は、道路

網の整備を図るため、・・、路線の指定及び認定、監

理、構造、保全、費用の負担区分等に関する事項を定

め、・・」とある．同法での自動車の分類は明確であ

り，道路構造令第四条で 4つの設計車両の物理諸元が，
長さ，幅，高さ，前端オーバーハング，軸距，後端オ

ーバーハング，最小回転半径について示されている．

これらの数値は道路運送車両法や道路交通法の車種区

分のように，以下や以上の範囲を示すものではなく，

数値そのものである．設計車両の分類は小さい順に，

「小型自動車」，「普通自動車」，「セミトレーラー連結

車」であり，これらの通行の用に供することを目的に

従来まで普通道路が設計されてきた．さらに平成 15 年
度からは，「小型自動車等」のみの通行の用に供する

こと目的に小型道路が定義されている．この法律では

自動車の用途は問題とならないが，制定から半世紀を

経た現在，特に都市部での道路管理において，自動車

の用途区分の考え方はあるほうが自然である．

（３）道路交通法（昭和35年公布）

法第三条において，「大型自動車」，「普通自動車」，

「大型特殊自動車」，「大型自動二輪車」，「普通自動二

輪車」，「小型特殊自動車」の 6 つの分類が示されてい
るが，平成 16 年度より，「中型自動車」が加わり 7 分
類となった．ここで「中型自動車」は，貨物車の大型

化に伴う事故の抑止と，交通騒音や振動等の交通公害

に対応するため新設されたものである．その分類基準

は法施行規則第二条で，「車体の大きさ及び構造並び

に原動機の大きさ」と示されている．これは道路運送

車両法の分類基準とほぼ同じであるが，原動機の種類

即ち燃料の種類による分類はない．

一方，交通規制での車種の特定は，「道路標識，区

画線及び道路標示に関する命令」（備考一本標識板（六）

車両の種類の略称）の中で，交通規制の対象となる車

種分類が全部で 23 種類示されている．これを表－３に
示す．この分類の内容は，「普乗」や「大貨」等主に

機能を表すものであるが，定義は示されていない．

（４）法律間の車種分類の関係

3 つの法律での自動車分類の関係を図－１に示す．
ここで「普通自動車」は 3 つの法律に共通する車種分
類であるが同じものではない．道路法と道路運送車両

法での「普通自動車」は物理的大きさが異なるし，道

路交通法では，そもそも物理的寸法以外（車両総重量，

最大積載量及び乗車定員）の定義となっている．

表－１ 車両の分類に関する法律の種類

法律 道路運送車両法(第三条) 道路法(第二条) 道路交通法（第三条）

法施行令 ・道路運送車両法施行規則(第二条) ・道路構造令(第四条) ・道路交通法施行規則(第二条)

法施行規則等 ・自動車登録規則(第十三条) ・車両制限令(第三条) ・道路標識、区画線及び道路標示

・自動車抵当法(第 2条ただし書き) に関する命令(第二条)

表－２ 「自動車登録規則第十三条別表第二」による自動車の範囲

自 動 車 の 範 囲 分 類 番 号

1 貨物の運送のように供する普通自動車 １、10から 19まで及び 100から 199まで
2 人の運送のように供する乗車定員 11 人 ２、20から 29まで及び 200から 299まで
以上の普通自動車

3 人の運送のように供する乗車定員 10 人 ３、30から 39まで及び 300から 399まで
以下の普通自動車

4 貨物の運送のように供する小型自動車 ４、６、40から 49まで、60から 69まで、
及び 400から 499まで及び 600から 699まで

5 人の運送のように供する小型自動車 ５、７、50から 59まで、70から 79まで、
及び 500から 599まで及び 700から 799まで

6 散水自動車、広告宣伝用自動車、霊き ８、80から 89及び 800から 899まで
ゅう自動車その他特殊の用に供する普

通自動車及び小型自動車

7 大型特殊自動車（次号に規定するもの ９、90から 99まで及び 900から 999まで
を除く）

8 自動車抵当法第 2 条ただし書きに規定 ０、00から 09まで及び 000から 099まで
する大型特殊自動車
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表－３ 「道路標識、区画線及び道路標示に関する命令」による車両の種類

車 両 の 種 類 略 称 車 両 の 種 類 略 称

大型自動車 大型 大型バス以外の大型乗用自動車 マイクロ

普通自動車 普通 道路運送車両法（昭和二十六年法律 路線バス

大型特殊自動車 大特 第百八十三号）第三条第一号イに規

大型自動二輪車及び普通自動 自二輪 定する一般乗合旅客自動車運送事業

二輪車 の用に供する自動車

長さが 3.40m 以下、幅が 1.48m 以 軽 普通乗用自動車 普乗

下、高さが 2.00m 以下の普通自動 道路運送車両法第三条第一号ハに規 タクシー

車（内燃機関を原動力とする自動 定する一般旅客乗用自動車運送事業

車にあっては、総排気量が 0.660 リ の用に供する自動車

ットル以下のものに限る。） 大型乗用自動車以外の大型自動車及 貨物

小型特殊自動車 小特 び普通乗用自動車以外の普通自動車

原動機付自転車 原付 大型乗用自動車以外の大型自動 大貨

二輪の自動車及び原動機付き自転 二輪 車

車 大型乗用自動車以外の大型自動車及 大貨等

普通自転車 自転車 び大型特殊自動車

トロリーバス トロリー 普通乗用自動車以外の普通自動車 普貨

専ら人を運搬する構造の自動車 乗用 重被牽引車を牽引している牽引自動 けん引

大型乗用自動車 車

乗車定員が三十人以上の大型乗用 バス

自動車 大型バス

大型自動車 中型自動車
大型自動二輪車
小型自動二輪車

大型特殊自動車
小型特殊自動車

軽自動車

普通
自動車

小型自動車 小型自動車等

セミトレーラー
連結車

図ｰ1 各法律による自動車の分類

道路交通法(昭和35年)

道路運送車両法(昭和26年)

道路法(昭和27年)

３．路上駐車の目的と車種との関係

図－２に路上駐車の目的と車種分類の関係を示す．

これは，札幌市駅前通り約 300 ｍの区間における，路
上駐車の目的と車種分類の観測結果である．調査は平

成 15年８月の３日間 8:00～ 19:00の連続観測形式で行
ったものであり，観測台数は 1,683 台である．車種は
乗用車（RV 系も含む），商用車（ライトバン・ボンゴ
等），トラックの３分類とし，目的は業務（荷無し），

配達，私用（買い物娯楽等）の３分類とした．車種分

類及び目的分類は調査員の目視判断による．この結果

から以下のことが分かる．

①配達目的 661 台の内，商用車によるものが 310 台

（46.9％）であり，トラックによるものが 273台（41.3
％）である．従って，配達（荷捌き）駐車の主役は商

用車といえる．

②商用車全 637 台の駐車目的は，業務が 273 台（42.9
％），配達が 310 台（48.7 ％）であり，この車種は業務
と配達に均等に使われている．

③従って，駐車規制を自動車の形態や現行の車種分類

で行うことは難しい．数は少ないが，乗用車での配達

目的や，商用車での私用交通もある．

④目的別車種別の駐車台数は，乗用車による私用目的

が最も多く 328 台（19.5 ％），次いで乗用車による業務
目的 312台（18.5％），商用車による配達目的（18.4％），
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商用車による業務目的とトラックによる配達目的が同

数で 273 台（16.2 ％）となっている．都心商業地域の
路上駐車対策において，乗用車（マイカー）対策と，

荷捌き交通対策がよく指摘されるのは，以上のような

駐車の実情を背景としている．また荷捌き交通対策が

即ちトラック交通対策となっているのは，営業用トラ

ックがトラック協会等の窓口組織を有するのに対し，

商用車の多くが自家用であることによる．

４．その他の自動車分類

（１）自動車税の税率区分

自動車税の標準税率は，地方税法第百四十七条に示

され，①総排気量や②最大積載量及び③乗車定員によ

り，平成 18年度現在 134に区分されている．車種区分
の大分類は，乗用車，トラック及びバスであり，「地

方税法の施行に関する取り扱いについて」（昭和二十

九年五月十三日自乙府発第百１０九各都道府県知事宛

自治省次長通達）の中で，表－２に示した自動車登録

規則の分類との対応が記されている．この区分での乗

用車，バス，トラックなる分類は，一般にはわかりや

すいが，地方税法で初めて定義されるものである．バ

スは，先の道路交通法での車種分類中，「道路標識、

区画線及び道路標示に関する命令」でこの用語が示さ

れているが，トラックなる車種分類は地方税法で初め

て示される．また地方税法では，自動車が営業用と自

家用に分類されるが，道路運送車両法では事業用と自

家用の分類用語となっている．

（２）高速道路の料金車種区分

物理的な車両の大きさを基本に，料金負担の公平性，

利用者にとっての分かり易さ等を考慮し再分類されて

いる．料金車種区分は普通車，中型車，大型車，特大

車，軽自動車の５区分であり，これらはさらに自動車

の大きさ，最大積載量，車両総重量，乗車定員，内燃

機関（排気量）等の構造基準により 15区分に分類され
る．上記の構造基準等は，道路構造令や道路交通法（免

許の種類）及び道路運送車両法のそれによる．

（３）交通裁判での車種分類

司法での車種分類は体系的なものではない．事故の

状況を示す一般的な車種分類の表現で，例えば次のよ

うな名称となっている．

表－４ 司法における車種分類

自動車の名称

ダンプカー，大型貨物自動車，普通自動車，

マイクロバス，ライトバン，牽引式貨物自動車

普通四輪貨物自動車，普通乗用車，自動二輪車

貨物自動車，普通貨物自動車，タクシー

５．まとめ

この研究は未だ試論の段階であり，研究上の興味の

対象と実務レベルでの問題意識との関連は小さいかも

しれない．今後は実務上の問題のより一層の理解と共

に，法律に関する正確な理解を進めたい．
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